



















































































































































































想定地震の震源 揺れ 液状化 斜面崩壊 合計（％）
雲仙地溝北縁断層帯（M7．3） 18，705 239 361 19，305（3．0）
　　雲仙地溝南縁　東部断層帯と
ｼ部断層帯の連動（南縁連動）　（M7．7）
33，389 290 583 34，262（5．2）
島原沖断層群（M6．8） 1，476 32 10 1，518（0．2）
橘湾西部断層帯（M6．9） 298 76 178 552（0．1）











想定地震の震源 揺れ 液状化 斜面崩壊 合計（％）
雲仙地溝北縁断層帯（M7．3） 18，705 239 ．　361 19，305（3．0）
　　雲仙地溝南縁　東部断層帯と
ｼ部断層帯の連動（南縁連動｝　（M7．7）
33，389 290 58O 34．262（5．2）
島原沖断層群（M6．8） 1，476 32 10 1，518（0．2）
橘湾西部断層帯（M6．9） 298 76 178 552（0．1）
大村一諌早北西付近断層帯（M7．1） 5，421 247 254 5，922（0．9）
7．土砂災害防止法とこれからの土砂災害対策
7．1土砂災害防止法が出来るまでの経緯
　斜面に民家が密集した長崎では、安全な場所への移転が困難で現実的な対策が取
りにくいこともあって、長崎豪雨災害では人的被害が多かった土砂災害の抜本的な
対策は導入されなかった。当時の建設省は従来のハード対策に加えて土砂災害危険
地の公表、警戒避難体制の整備等のソフト対策を加えた総合土石流対策の導入や、
毎年6月に実施されている土砂災害防止月間を打ち出した。
　土砂災害はこの後も頻発し、1993年8月鹿児島水害では、死者・行方不明者121
人のうち93．4％は土砂災害によった。鹿児島水害後に国や都道府県で斜面懇談会が
設置され、新しい斜面対策が議論され始めた。しかし新規の住宅開発によって、土
砂災害危険箇所が増大し、防災工事済の箇所数を上回る状況が続いた。また、土砂
災害危険箇所が全国的に膨大で、防災工事の完了の見通しが立たないだけでなく、
厳しい財政事情を反映して、防災工事の予算も減少してきた。防災施設に頼る防災
対策の限界が指摘され始め、ソフト対策の重要性がより認識されてきた。
　1999年6月広島水害の直後に従来の土砂災害対策に加えて、危険な地域に住宅を
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建てることを事前に防止する予防対策を含む抜本的な措置が導入され、2001年4月
よりいわゆる土砂災害防止法4）が施行された。この法律は画期的で、土砂災害特別
警戒区域の指定、建築物の規制、住宅移転の勧告等を柱としている。これまでの土
砂災害対策が、危険箇所の防災工事を対象としたのに対し、この法律は被害を受け
る人家等の保全対象に着目している。
7．2必要な災害情報の共有化と役割分担
　土砂災害防止法では、行政と住民が情報を共有し役割を的確に分担する社会シス
テムの構築と、行政側の「知らせる努力」と住民側の「知る努力」とが相乗的に働
くことを求めている。具体的には、行政側はハザードマップの作成、雨量等の情報
伝達の広報活動を強化する。住民は行政の限界を認識して、ハード施設に過信する
ことなく、気象や自然の変化への備えを自主的に行う。このように、行政側の施策
と互いに補完しながら、地域の災害対応力を効果的に高めることを目指している。
　平成14年度版防災白書5）は、役割分担の単位として自助・共助・公助の3っを
挙げている。「自助」は自らの身は自分で守るために個人や企業等が災害時の備えを
する。「共助」は地域コミュニティ・自主防災活動等の活動を意味する。「公助」は
行政による基盤整備や情報共有化の推進等を意味する。
7．3被害を減らすための新たな取組み
7．3．11Tの活用
　内閣府に設置された「地域防災力の評価方法の確立に関する調査」委員会では、
土砂災害対策のソフト面のメインテーマである警戒避難体制を主たる地域防災力の
対象とした計量化がなされた。インターネットで個人が土砂災害に関する知識、危
険箇所や避難所の周知状況等について自己診断することによって個々の地域防災力
が点数評価され、診断結果を基にアドバイスが受けられるシステムが開発された。
　斜面崩壊や地すべりの監視にGPSや光ファイバーセンサーを採用してモニター
し、異常を検知するシステムが開発されっっある。
7．3．2コンパクトなまちづくり
　都市や地域の量的な拡大の時代は終わり、九州では一部の都市を除いて人口と開
発圧力の減少は確実である。たとえば、長崎市や佐世保市では、数年前から中・高
齢層が斜面地や周辺部から病院通いや買物に便利な市街地のマンションに住み替え
る都心回帰が始まっている。安全な地域に、効率的に住宅、上下水道、公園等を整
備するコンパクトなまちづくりをすることが今後可能になるのではないかと考えら
れる。土砂災害防止法の運用と都市計画部門の緊密な連携によって、効率的な防災
対策が実現することが期待される。
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7．3．3地域が主体的に取り組む防災対策
　住民対象の防災講演会や防災訓練に加えて、図上訓練、ワークショップの開催等
の体験型の啓発活動が導入されている。地域が主体的に防災に取り組む仕掛けとし
て有効であり、九州でも活用が望まれる。防災士の資格制度の活用、郵便局、ガソ
リンスタンド、コンビニエンスストアや地域の企業等との地域の連携も必要である。
7．3．4減災戦略の導入
　東海地震、東南海地震、南海地震等の巨大地震に対して、中央防災会議は防災戦
略を策定して、今後10年間に想定地震による死者を半数にするという目標を立て、
実現するための施策のアクションプランをまとめた。防災をPDCAのマネジメン
トの観点から取り組む視点が取り入れられたといえ、実効性がある地域防災計画の
策定に役立っことが期待されるので、風水害対策にも導入することが望まれる。
8．まとめ
　長崎豪雨災害や鹿児島水害当時に比較して社会情勢が大きく変化し、高齢化・過
疎化が全体として進み、個人の経済基盤も弱くなっている。九州で自然災害が発生
した場合に、阪神・淡路大震災のように高齢者の被災が多くなることが予想される。
高齢者の所在の把握や生活再建に向けた支援体制が課題になるので、災害対応や復
興対策を考えておく必要がある。
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